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1930年代以降、逓信省簡易保険局が制定した国民保健体操(ラジオ体操)をはじめ、内務省

および厚生省、文部省の各省庁、大日本体育協会(1942年に大日本体育会に改組}、全日本体操

連盟などの関係諸団体から多数の体操が創案され、それらは国民体育振興策や国民体力管理政

策を通じて国民に実践された。特に日中戦争勃発後は、国民精神総動員運動や紀元二千六百年

奉祝事業を推進力として、学校氾量 生徒だけでなく工場労働者らを含めた集団体操イベント

が開催されるなど、戦時国民体育として体操の存在感は大きくなっていく。

本研究は1930年代に国民体育として成長を遂げる工場労働者の体操に着f3l、内務省社会局

および|剥係団体の動向を中心とした工場体操普直の施策化の過程を明らかにすることを目的と

した。工場体育は、 1910-20年代の工場法や健脚保険法の制定 ・施行など労働者保護の動きを

背景に30年前後の時期に施航された。その過程には繊主導らによって組織された産業衛生

協議会の答申があ句、そこではスポ-':;よりも体操を奨励する方針が明示された。このほか体

操普及のための専門家の雇用や指導者講習会のIlfJ1m、労働者ーの姿勢矯正や疲労回復を目的と L
た親しみやすい体操の考案・普及など、以後の内務省社会周による工場体操奨励がこの答申の

線に沿って進められていったことを確認した。

はじめに

明治以来、学校や軍隊を中心に実践されていた体操が、国民全体を視野に入れて奨励・普亙

されたのは1930年前後の時期からであった。 1928年に制定された「国民保健体操J(ラジオ体
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操)はその先駆けといえる。逓信省簡易保険局からの発案でつくられたこの体繰は、生命保険

普及に付随した健康意識の頑養という意味合いをもっており、学校や軍隊の枠を勉えて一般の

人々に普及したという点で画期的であった~この時期から40年代にかけて、逓信省だけでなく

内務省・厚生省 0938年設置)・文部省の各省、大日本体育協会 0942年からは大日本体育会)、

全日本体操迎盟 0930年設立}などが体操普亙を推進していく a

30年代に体操が存在感を高めたのは、満州事変から日中戦争という情勢下で戦時国民体育の

必要性が叫ばれ、その合理的方法として体操が見直されたためであった。ラジオ体操はニのよ

うな時流に乗って普及・奨励された体操の代表であるが、本稿で取り上げる工場体育あるいは

産業体育と呼ばれる領践での体操普及も30年前後から着手され、 37年の日中戦争勃発以降、次

第に体育園策町中核へと据えられていく。従来の体操史に関する研究では、学校体操や軍事的

要求に基づく体操・教練についての研究に偏り、広〈国民向けに普及した体操としてはラジオ

体操に関する研究にとどまっていた。しかしながら、戦時国民体育として厚生省を中心に体操

が奨励され、体力向上や団体訓練を意図して数多くの体操が考案されていった事実を考えると

き、工場体操が施策化された背景に関心が向く o

工場体育に附する体系的な研究はないが、これまでに坂上九高岡ヘ質学・大1断、野依6が言及

している。 1930年代におけるスポーツによる思想普導仁ついて論じた坂上は.主に労使協調と

いう観点からスポーツが工場体育として普及したことを説明しているが、体操についてはほと

んど触れていない。高岡も坂上と同様に1920年代からの工場体育の普及について備隊し、工場

法や健康保険法など労働者と健康をめぐる問題の変化が1920年代に起こったこと、 30年代には

内務省社会局の事業とあいまって体操やスポーツの奨励がなされたことを慨説しているが、政

策化の過程や普及の実相には言及していない。質学・大熊は1931年に本格化する工場体育奨励

を東京工場協会関連の資料を用いて40年まで跡づけ、その実態を報告している。また野依は、

内務省の労働衛生政策として始まった工場体育が国民統制策としての意味を付加されていく過

程を主として産業福利協会機関誌『産業福利1を用いて描いている。質学・大熊、野依ともに
個別具体的な状況を説明しているが、いずれも普及活動に入ってからのことであり、工場にお

ける体操普及が施策化される過程については明らかになっていない。

本稿では工場 鉱山等の労働者を対象とした体操奨励の動向に着目し、戦時体制下の国民体

ラジオ体操を扱った研究としては、黒田冊『ラジオ体操の誕生J青弓社、 1999/高幡秀美『軍晴らLきラ
ジオ体操』小学館、問舗など害照。

2 1930年代におけるラジオ体操以外の体繰普及については.石積武彦/佐藤瓦久 『日本の体操 百年の歩み
と実技』不味堂住居.19砧および拙稿「量産される集団体操 国民精神総動員運動的展開と集団体操の固
ま的イベント化J坂上康博/高岡裕之編者『幻町東京オリンピックとその時代戦時期のスポーツ・都市・
島体』背弓社.2<冊、 4白-444頁を事照されたい。

3 坂上雌1事『権力装置としてのスポ ツj講談社選野メチエ.19時刻B
4 高伺裕之 f戦争と瞳腕」野村一夫/北河ーやv田中聡/高岡裕之/柄本三代子『健機ブームを読み解<J
背弓社‘宜旧3.152-1剖頁

5 曹学淳郎/大1吊殴明 f戦前 職中期日本の工場体育に附する研究 車京工場協会の体育活動(1931-1940)
を中心としてJrスポーツ産量学研究J11-1、宜旧l、31-39頁
6 野依智子「労働衛生政策としての『工場体育』の宜容に関するー考察 1930年代的緯誌『産藁福利』を中
LぺこJr大版社会問題研究所雑蕗:JN。ω7、置問、62-74頁
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育の中核へと成長していく工場体操が、 1920年代後半から30年代前半にどのような経緯で施策

対象となり、普及されていったのかを論ずることにしたい。

1.産業衛生施策としての体操普及

1. r工場監督年報』と 「産業福利j偲事にみる工場体育の始まり

(1)工場体育の所管

内務省社会局が労働者の体育に本格的に着手したのは1930年に入ってからであった。それは

内務省社会局労働部の 『工場監督年報』が1931年に入って初めて「工場体育jの項を立てたこ

とからも理解できる。『工場監督年報jは1918年以降発行されたが、最初の4年間は農商務省

編、 5年目となる1922年以降は内務省社会局が編集・発行している。つまり、工場および労働

者の管理は22年から内務省社会局の所管事項となっていた。

運動後技の所管については内務省主催の明治神宮競技大会が創出された1924年以来、内務省

と文部省の聞で係争中であったが、 1928年1月10日のl副議決定により文部省の所管とすること

が定められた。ただし、その母体を内務省が所管するところのもの、すなわち青年団およびk

子青年間、工場・鉱山労働者といった団体の体育・スポーツは内務省の指導下にあった九

(2) 1929年の全国潤筆 ・工場体育の実施状況

労働運動が悶掃した1910-20年代、内務省当局は労使協関という観点から労働者の教化(=

思韮l普樽)には努めていたものの、労働者の健康・体力問姐に主l眼をおいた施策には手が回っ

ていない状況であり、野球やテニスなどが娯楽的に行われるか、協調会および修養団による教

化活動の一環として「国民体操Jや 「強健術Jが一部企業 ・工場によってとり入れられる程度
であった。

1930年5月の産業福利協会機関誌 f産業福利jには、 1929年の内務省による工場体育実施に

関する全国調査の結果が掲t宣されているにこれによれば調査の対象となった926工場のうち、 「各

種体操」が243工場で実施され、「庭球Jが138工場、 「野球Jが122工場、「ピンポンJ78工場、
「陸上続技J27工場、「武道J(剣道、弓道、柔道、相僕、銃剣術)128工場などが主な実施種目
としてあげられている。 「体操Jは実施243工場のうち、 177工場で 「国民体操」、27工場で 「ラ
ジオ体操」と、この二種類が8割以上を占めており、特に 「国民体操Jの工場内での定着が注
目される九

調査は「国民体操」実施前と実施後の出鋤率や疾病率の変化に関するものにも及び、概ね体

操実施の効果を飽める結果となっている。さらに工場経営者たちからも内務省当局がこれまで

工場労働者に対して保健支媛を積極的に推進してこなかった点が指摘され、競技会や講習会の

開催要望のほか、 「工場体操遊技を調査研究し、各工場に其の要領を配布し面白く効果あるやう

7 1証上雌博 『権力義置としてのスポーッ』講按社、 1998、151l'l

8 大西清治「工緬体育運動に闘する調査Jr産量禍手IIJ酷5巷串5号、 1930、産量祖利箇会. ト26頁
9 r由民体撤Jについては拙稽 『国民体操の普及とその特質。大正則に必ける修聾団連動および協調会酷l回
労務者議官会(1921)での実践を中心にJr体育史研究Jm23号、耳勝、85-1∞頁書照.
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その範を示されたLH工場謀主催にて各工場迷合の体育会を催し、当局に於て大いに支銀せら
れたしJr実際的指導法、講習会の開催を望むH業態に適する体操を研究Lr工場体操教範j
の如きものを制定し指導奨励するの方法を設けられんことを希むJなど、組織的なスポーツや
体操の振興.特に円常的 ， 継続出~ (こ行い得る工場労働者に適した手軽な速動方法が婆望されて

いることを示した。

(3) 工場体育における体換の位隠づけ スポーツよりも体操

工場体育の具体的内容は、上述のようにスポーッ、武道、体操など多岐にわたるが、内務省

社会局技師で工場監管官の一人であった鯉沼卵吾は、「工場体育」の主眼は「作業より来る身体

の病的状態の矯正と、疲労の恢復促進」であ り、 Lt~がってその「本流は体操でなければなら

ないjとし、スポーツへの熱中による 「過労」等に注意を促しているヘ

工場体育として体操を奨励するという方針は鯉沼一人のものではなく、内務省当局の方針で

あった。それは1930年の内務省社会局の諮問に対する産業衛生協議会“の答申にもみられる。こ

の産業衛生協機会は後述するように産業衛生に関わる医師や研究者らによって組織されたもの

であり、社会局の施策に一定の影響力を及ぼした。工場体育振興に関する産業衛生協議会の提

言については従来の研究では触れられなかったが、 30年の時点で体育ー体操の専門家とは異な

る立場から工場体燥の必婆性を示した人々がいたこと、そして彼らの答申が30年以降の工場体

育の展開を基礎づけたことは注目すべきである。

2. 1910-20年代における労働環境改善の動きと研究・調査機関の設立

次に1910-20年代の産業衛生に附する動向を概観し、どのような経緯で工場体育と しての体

操が奨励されるようになったのかを産業衛生協議会設立までの流れとともに把握しておくこと

にしたい。

( 1)工場法施行 (916)前後 工場監督官の設置と衛生側係団体の設立

産業衛生分野での研究調査は、工場法制定への道程を開いた1903年の『職工事情j0901年

の農商務省梢査報告)が先鞭をつけ、以後一つの研究分野として確立していく。その主要な対

象は綿糸 ・紡織等繊維産業に従事する女工"であったが、次第により広範な工場 回鉱山労働者を

視野に入れたものとなる。

1915年には工場法施行に先立って牒商務省商工局内に工場諜が新設され、工場監督官4名、

監督官補5名が任命された。翌1651'には各府県警察部に21名の工場監督官と178名の工場監官官

補が置かれ、工場法違反の取り締まり等に当たることとなった九

10 盟柑柿吾「大事1 1i! 1~'l[生の 『体育民腕j 体育民踊研究告の生立ちJr産聾福利』串8巷第4号、協調書、
19犯、 59-ω頁

11 1932年に日本産聾衛生協会と改称。38勾に社団法人化。現在は日本産量衛生学会として存続。

12 盟谷宗雄は「内務省の昭和7年1011の統計によれば、全閣の工喝教は民営、官官併せて7万5干7田.その

聴工教は178万3千畿通人である。この中16斑未満の保護聴工数は94万965入、且日ち全体の52.7%を占めてゐ

る固この保護職工の中立子が91万8干匝百人、即ち97.6%を占的てゐるJと報告している。(堕谷宗雄「日

本民銭円保世問題についてJr体育と観技J臨15壱車5号、 1936、14-25頁}
13 三浦般彦 『労働と健肢の腰史 郁二巷J労働科学研究所.1須賀D.308頁
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1916!1'の工場法施行後には産業術生に|期するいくつかの研究機関や工場医会が創立されてい

る。例えば、研究者の集まりとしては1918年に大日本工鉱業術生協会、 26年には大阪で産業医

学会が設立されている。また、工場法の施行にともなって医師である工場監督官が任命される

と、各地方蹴督官が工場術生の改普向上を目的とする工場衛生会または工場医会の設立を提唱

した。 1917年には愛知県工場医会、 18年には稲岡県工場医会、 19年には神奈川県工場衛生会、

20年には京都府工場医会が設立されている九

(2) 1920年代の動向:改正工場法と健康保険法の施行

1920年代に産業衛生の観点から労働者の体育振興が図られたのは、 1916年の工場法施行をは

じめ、 81時!日l労働制や深夜業の禁止を盛り込んだ1919年第一回国際労働総会(ワシントン)な

ど第一次大戦後の岡際的な労働条件改普の動きと連動している。このような中で1923年3月31

日、改正工場法が公布された。この改正法により、法の適用範聞は従来の職工15人から10人以

上の工場まで拡張され、深夜業禁止の猟予期IUJは改正法施行後3年間とされた。保護職工につ

いてもその範囲が15歳から16歳未満までに拡猿され、最長就業時間は12時間から11時間に短縮

された。

この改正担、の施行は関東大波災などの彬轡で1926年7月まで延期されたが、健康・安全に対

する労働者ゃ工場経営者の意識は確実に尚まりをみせていた。また、 1927年には主に工場鉱山

労働など危険な業務に携わる労働者を対象に「健康保険法Jが施行された (22年に制定された

が関東大震災の影響などにより施行までのタイムラグが生じている)。逓信省簡易保険局が国民

保健体操を創案Lたのも保険事業の一環であったように、 1920年代は、労働条件の改善による

労働の能率化の要諦や健康保険制度導入にともなう労働者の健康管理の必要性が使用者側に改

めて認識され、制度的な整備が進められた時間lであった。

(3) 協調会、施梁福利協会、産業衛生協議会の設立

このような流れの中で、内務省の関係団体として工場体育にも関与する協鶏会、産業福利協

会、産業衛生協議会が設立された。

民間の教化団体である修発聞との辿携によって比較的早い時期から労働者の体操普及に取り

組んだ財開法人協捌会l立、労使協調のための研究調査・社会事業を行う機関として1919年12月

に誕生している九 1925年には災害予|切などの安全対策を主たる業務とする産業福利協会"が設

立された。その設立目的は「産業災害の予防、労働衛生の改普其の他綿布l施設の指導奨励を為

L一方労働法規の円満なる施行を助くると共に兼ねて全国各地に於ける工場惣話会、工場衛生

会等の問視団体の中央機関としてJtの連絡提携を計ることJ"とされているように、産業災害の
予防、労働衛生の改普にあったが、あわせて閥係法規の施行に沿うものであった。

また、工場法をめぐる行政戦怖が進む一方で.労働環境改善や労働災答防止に関する調査・

研究も進められた。 iffi業都利協会は内務省相会局の外調l団体であったが、 1919年に設立された

大原社会問題研究所は、倉敷紡績社長の大版孫三郎が設立した民間の研究 ，調査機関であった。

14 三iili1lir拘1!109，ω) 216-220l'! 
15 修接聞とI温訓告による労時者講沼会を地じた体操普及については、前網棚稿 (2四6)害問。

16 1936<1 、協謝金に唯収され、協t胡金庫章弘H1J~ßとなった。協調会のその他の部署は総輯部 調査部。 1941

年にはli刊の大日本産業報酬会r世立にとも~って協調会産推揃利市iは廃止された。

17 渇i事三千田 rl吋同法人旅書制利協会の'If聾Jr廠量制利』捕4巷第5号、1l'f
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その衛生部門は、その後倉敷労働科学研究所として独立し、さらに東京に移転して日本労働科

学研究所となる。

このように19¥0-20年代には労働運動の高まりを背景に労働者保護、労働条件の改善に閲す

る法盤備が進み、労働問題に関する研究調査機関が設立されていった。 1929年に設立された

産業衛生協議会は、 工場体育との関係についてこれまで言及されることがなかったが、工場体

操の奨励について社会局に答申を示し、後の工場体操を基礎づけたという意味で注目すべき団

体である。その中心人物は大原社会問題研究所から倉敷労働科学研究所の所長に就いた邸峻義

等であった。嘩峻は人道的な見地から産業衛生に取り組んだ労働科学のパイオニアとして知ら

れる人物である。後述するように、産業衛生協議会は政府の絡問機関として設盤されたわけで

はなかったが、設置以降たびたび内務省社会局長からの諮問に対して答申を示している。以下

に工場体操に関する産業衛生協議会答申をみてみよう。

ll.産業衛生協議会答申と f工場鉱山基本体操jの創業

1 第二回産業衛生協会答申 (1930年)

1930年に開催された第三回産業衛生協議会に対して内務省社会局長は以下の事項を諮問し、

1月20日付で産業衛生協議会理事長陣峻義等から答申書が徒出された180

{イ)r工場鉱山に於ける労働者の健康保持増進に|瑚し:最も適切と認めらるる施設如何」
同「工場鉱山に於ける呼吸器及消化器病の予防に閲し最も適切と認むる施設如何」

(1) 工場体育に対する認挽

(引について答申では、①「体育の合理的実施放にその施設の普及J②「労働者の栄養状態の

改善Jの二点を最も緊急を要することとしてあげた。体操に関しては、①「体育の合理的実施
並にその施設の普及jの部分で述べられているのそこでは「職業の分業的活動は身体の局部的

労作を要求すること大にしてこれを放任するときは身体の調和的発育を阻止L(労)動力の完

全なる発達とその充実を期し得ざるは勿謡、近時に於ける最高の経済的利益を目標とする産業

合理化運動の一般的促進は当然に作業速度と単位時間中に於ける作業量の地強を結果しつつあ

るを以て、労働者に於ける産業疲労の発生の機運はこれによって益々精進せられつつあるもの

と認めざるを得ずJと現状を分析し、「故に合理的なる体育の実行とその施設の普及により、一
方に於ては積極的に労働力の健全なる発達を促進し他方疲労の恢復を促進することは刻下の急

務なりと信ずJと対策を示した。
(2) 体操の奨励:発逮段階と継続実施への配慮

特に「工場鉱山に於ける労働者体育の合理的実施並にその施設普及に関する具体案」として

「工場鉱山に於ける体育運動は所謂 Iスポーツ』よりもより一層の努力と指導とを体燥に鐙くJ
と明言していることは注目される。さらに「工場鉱山の体育の現状はその体操様式が担味乾燥

18 1930年の答申に附する引用は、産業衛生協議会「社会同に提出したる産聾衛生協議舎の決議並びに答申J

『産推衛生協議会報j昭和4-7年.産業衛生協議会による炉、文中町カタカナはひらがなに改めた。
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なるため常に実行簸が訴へられつつあり、故に趣味と実行を具有する『工場体操』の創案は右

実行の根本要件なり」と体操実施における課題とその解決のための方策としての「工場体操J
の制定にまで言及した。そのために「政府は体操の専門家、工場鉱山経営の実際家及び産業衛

生の専門家より成る委員会を設けこれが創案を促進せんことJ、また「工場鉱山体操指溜者養成
の講習会を開くことJを提案した。
このほかにも体育施設の拡充や保護職工(未成年労働者)の体育についても言及され、特に

「発育未完成者の職業的生活は従来の研究結果の示すところによれば、その心身の調和的発育を

阻止するものなりと認めらる」として、保襲職工の体育を「緊急を必要とする」と位置づけた。

具体的には50人以上の保離職工を使用する工場鉱山では少なくとも一週間に三時間の「強制l的

なる体育の時間を設定するよう勧説することJを政府に求め、これを組織的かつ合理的に実施

するためにしかるべき指導機関を設置することを提案している。

(3) 産業合理化運動への対応'体様の姿勢矯正・保健効換と巧敏性向上

折しも1928年に起こった世界恐慌の余波は日本経済に重くのしかかっており、第一次大戦後

から唱導されていた産業合理化は、恐慌からの脱出の手だてとして推進されていった。 1929年

11月21日には産業合理化審議会が設世され、翌12月には産業合理化要綱が決定された。30年6

月には臨時産業合理局官制が公布され、麓業合理化策が推進されていく。産業合理化には流れ

作業など作業の単純化 ・効率化も含まれており、答申でも触れられているように、安全運動と

健康保持の観点に加えて生産活動による肉体の酷使からの解放や姿勢の矯正、精神的解放など

による能率の向上も体操奨励の目的のーっとして位置づけを大きくしていく。さらに体繰実施

による身体の巧敏性向上も議論にのぼることとなった。

2.第四回産業衛生協会答申 (1932年):労働者に適した体操の考案

工場労働者に対する体育の必要性とそのための具体的方法と しての体操の選択という方向性

は1930年の答申に示された。その後、内務省社会局は工場体育への取り組みを拡大し、体操の

専門家として赤間雅彦を日本体育会体操学校から招聴した。警視庁工場課でも河旧新吉に体育

技師を嘱託しており、以後、彼らを中心に工場体操の普及が試みられるようになる。しかし、

具体的な体操の内容については30年の答申では示されておらず、 32年の産業術生協議会で議論

されることになる。

1932年3月12日に名古屋で聞かれた第四回産業衛生協議会では、社会局長官の諮問「本邦に

於ける産業労働者に課すべき体操には知何なる医学的要素を含ましむべきやJに対する答申が
まとめられた九

答申では体育の目的を「身体の発育を完全にし、兼て健康を増進するにあることは勿論であ

るが更にその組織的実施により身体的鍛錬を加へ意思疎通の敏速と巧綴とを増進し、同時に経

快明朗なる精神の陶冶に資せんこと」とし、労働者に課すべき体操も基本的にはこの目的を達

成するために行うべきであるとした。しかし、「一般学校体操或は軍隊体操と、産業労働者に課

19 1932年の答申に関する引用11、産業衛生協1罰金「社会局に提出したる産聾衛生協議会の決議並に笹巾Jr産
章衛生I面接会報i昭和1-7年、産業衛生協議会、 182-183頁による園
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せらるべき体操とは、その目的、方法、及び技術に於て、多少相違すべきものがあるJという
見解を示している。すなわち労働者は既に独立した社会人として生産経済に関与し、それぞれ

が独自の職業生活において社会的活動をなしているのであるから、学校や軍隊において行われ

るような「単に体育訓練のみを重要視し、感興を無視したる組織的訓練を以て臨むことは不可

であるjというのである。

また、労働者は日々長時間の生産的活動に従事するため、労働に入る前に体操を行うことに

より心身の調整を企図し、作業の休憩時間1あるいは終業後には、無味単調な生産的活動から心

身を解放することが必要であり、局部的あるいは全身の緊張をほぐし、疲労の回復を促進する

手段を講じなければならない。このような観点から労働者向けの体操には、①体操の質、②体

操の量、③作業に於ける巧綾性の精進、④体操の材料、⑤体操を行う時、⑥体操の場所、⑦体

操時に於ける服装、⑧十八歳以下の心身発育中』こある労働者の体操について、の8点が考慮さ

れるべきとしている。

いくつかをかいつまんで説明すると、「①体操の質」とは、嫌々な職種の労働者の身体に適切

に働きかけるような運動を含むことをいう。例えば、職種は「精神労働者Jr筋的労働者H長
時間に亘る立ち作業に従事する労働者H坐業者Jr一定の姿勢保持を要求される労働者Jなど
に分けられ、それぞれが抱える問題は異なる。答申にはこれらすべてに適した体操あるいはそ

れぞれの取種の問題に応じた綾数の体操を必要とするとの見解が示されている。

また、「③作業の巧綾性と体操の関係jに言及している点も注目される。答申では「凡て工場

作業は戎一定の生産的活動を目的とする意志動作であるが故に、その動作の適確と敏捷性、換

書すれば巧級性は、近代産業の生産能率並に危害防止上、最も重要なる資格の一つである。而

も今日多数の労働者に就ては明にこの点に於て劣悪なる事実があげられてゐる。然るに体操は

正に神経中枢と筋肉との総合的官能の調和を養ひ、以て意志動作の巧敏性を増進する一方法で

あると考へられるのである。故に労働者に課せらるべき体操に於ては、この意志的動作の適確

と巧綴性を増進せんとするに積極的な要素が加へらるべきである」とした。これは労働者保護

の観点と同時に産業合理化運動が意識されたものといえよう。

「④体操の材料」については「単に身心の組織的鍛錬のみを主眼とし、無味乾燥なる材料のみ

を配材したる労働者体操は往々にしてその永続性を失ひ、遂にその実効を収め得ないことが稀

ではない」と注意した上で、「体操本来の目的に適ふと共に労働者の感興を刺戟し、勇躍自ら進

んで演習に加はらLむるが如き種類のものであることが大切」であると論じている。例えば民

謡や音楽を加え、あるいは遊戯やダンスのようなものを挿入し、時には複雑な運動を入れたり、

材料を更新することも必要であるとした。社会局嘱託として体操普及に努めた赤間雅彦が推進

した「体育民踊」あるいは「民謡体操jの普及はまさにこの線に沿ったものであった。

「③十八歳以下の心身発背中にある労働者の体操」については前述したとおりであるが、「次

の時代の産業能率を担ふて立つべき労働者の身体及び梢神の完全なる発達を保護しなければな

らない」と強調し、この答申が人道的な見地からのものであることを印象づけている。

このように労働者に適した体育的要素を満たす体操の創案が要望され、疲労回復や姿勢矯正

における体操の合理性や発達段階への配慮、時間、場所、服装など体操の具体的な姿が提示さ

れた。この答申を受けての最も直接的な動きは、協調会による「工場鉱山基本体操Jの制定と
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体育民踊(民言語体繰)の普及であった。体育民踊については野依"の報告に詳しいので、ここで

は「工場鉱山基本体操JについてみることにLたい。

3. rエ渇鉱山基本体操Jの制定

(1)工場鉱山体育研究会の発足

工場鉱山基本体操の制定は、財団法人協調会の主導によるもので、協調会が体育・体操の専

門家に呼びかけて1932年5月II日に設立した工場鉱山体育研究会によって策定された。

工場鉱山体育研究会の研究員には、植林昌四郎、大谷武一、小野原誠一、金子魁一、メ1)屋単

一郎、 i可日新官、倉永小三、古瀬安俊、鯉iB!lIi吾、鈴木誠治、杉本正信、竹雅進平、晦峻義等、

出口林次郎、中谷m治、西村福太郎、原田賞、馬場武、引地亮太郎、松村恒、松元稲穂、山川
建、矢野来三、j!)p8:l亨、吉田章倍、吉回t音、吉槌精逸の?:1名が名を連ねたヘ

同研究会では「工場鉱山に於ける労働者の体育問題」をテーマとして、 当該問題の研究調査、

発表及試減、出版を主な事業として掲げている。会長には協調会常務理事の吉田茂、幹事に古

瀬安俊、鈴木誠治、山川建、矢野兼三が就いた。早くも同5月19日に聞かれた幹事会では、最

初の事業として工場鉱山従業員に対する基本体操型の研究発表をすることが決定きれ、前述の

答申を提出した産業衛生協議会理事長の晦峻義等(医学博士)に加えて大谷武一、 小野原誠一、

金子魁ー(医学博士)、河田新吉、古瀬安俊、鯉沼茄吾{医学博士)、鈴木誠治、出口林次郎、

松元稲穂、柳田ZFnが体操策定の特別委員に依暢された。
(2) r工場鉱山基本体保Jの制定
その後幾度かの会合を経て、工場鉱山基本体操型は7月14日の特別委員会で決定された。体

操の目的は「血液の循環を佳良ならしめ、疲労回復、姿勢の矯正、巧級性の醤成、健康の糟進、

進んでは心身の鍛練等様々ありJとされている。そのための体像は性別、年齢別、業態別等に
よって差異があり、これらすべてに適合する完全盤欠な型を決定することは極めて難しいため、

その共通項に留意して決定されたものであるという。つまり、ある程度の普遍性をもって実践

することが可能であるが、これを遍く普及するための唯一の体操であるという認識ではなく、

工場鉱山体育研究会では性別、年目指sI)、業態別その他の特殊事情に応じたそれぞれの体操をjjiJ

案する準備があるとしている。

工場鉱山基本体換は I図 1Iに示すように、(ー)誘導迎動(動作第一~第三)、(三)主運動
(動作第四~第九)、(三)監理運動 (動作十~第一1-ー)からなり、約三分間で終了する。巡動の

要素としては「国民保健体掠Jと大差はないように見える。
産衆衛生協議会の答申にそって創案された工場鉱山基本体操であるが、その後の普及活動や

20 野依前掲論文 (2引用}

21 工場鉱山体育研究会 『工場鉱山基本体操』協調会、 1932(一枚もの。体操凶僻 解説文.体操制定までの

吾朗制定過艇などについて記述があるJ
n 柳問亨lま車京YMCA町体育主事としてデンマークに留学L.31年のニルス・プツク来日時には.3i':瞳 (現
ソウル)まで泡えに行くなどブック来日計画的中心人物の一人であった。ブックの体操についての著書 『デ

〆マーク体検』三者世‘ 1931がある.r基本体操」 という名前は柳田を通じたプγクの影響によるものと考
えられる。
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実践の記録は見つからず、労働者にどの限度実践されていたのかは不明である。1930年以降、

f体操祭」や「ラジオ体操の会」が雌況となり 、ラジオ体挟が庶民に浸透していったことを考え

ると、工場鉱山体操のTf.:(E;ti:・義は卸l夜11寺にはすでに静まっていたのではないかと挑測される。
しかしながら、内務省の肝いりで協別会が即Jき、医学関係者 体行問l係者が名を迎ねた研究会

が組織され、工場鉱山労働者のための体操が考案された事笑はi.i悦すべきであろう。

産業衛生協議会と嘩峻義等 工場体操奨励の背景E 

1 .嘩峻義等の略歴

この 「工場鉱山基本体操J 制定までの溢桂で13' 目されるのは . 産業肯j~ô協議会という組織と

その理事長であった問1峻義等という人物である。陸35術卦協U，会も眼殴:it等も従米の体育史で

はま ったく 触れられることがなかっ たが、 工場村正般の )jfu鈍化へのJ~~~llJ という .~.:I!.1~で l羽却でき

ない。

匝Ii峻は1889年兵I!Utl;~ J~'~j砂~まれ。 鹿児島の第七高等学校造土館を卒業後、 19IO'I に点京帝国

大学に入学L、1917'ドに医科大学生l}l!q科を卒業した。大年院では点Jhriのbと生翌日学研究室

で研究を進める傍ら、受託を受けて浅草の労働者学校での講師も務めた。有馬頼率、近衛文倍、

木戸幸ーによってi役立されたこの学校で、問!I唆は週2閥、生理E子:と栄4をγーの講義を行ったとい
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う。この運営に参画した人の中には華族や様々な知識人がお旬、この人脈はその後の嘩峻の進

路に影響を与えるものになったというへ

1916年には内務省および警視庁から調査を依託され、東京の貧民街である本所の状況を6ヶ

月間にわたる住み込み調査によって報告した。その成果は『社会衛生学 。社会衛生学上に於け

る主要問題の論究J(1927年刊行)に収録されている。晦峻は労働者の実態や貧困者の衛生問題
(札児死亡率、皮膚病、呼吸器系疾患、娘病の蔓延など)を机で感じながら若き日を過ごしたの

である。 1919年には倉敷紡績社長の大原孫三郎が社会問題の研究機関として設立した大原社会

問題研究所(現在の法政大学大原社会問題研究所)に招かれ、紡績女工、労働者、農民の生活・

健康調査を開始したヘ

嘩峻が主宰した大原社会問題研究所の労働衛生部門は、その後倉敷労働科学研究所として独

立し、後に東京に移転して日本労働科学研究所となった。陣峻は21年から倉敷労働科学研究所

長に就任している。晦峻は戦時期には同研究所を大日本産業報国会の附属研究期間として存続

させるべく、大日本産業報国会理事(1941-)や大政翼賛会国民運動局長(1944-)も務めた。

労働科学研究所は1942年に大日本産業報国会の付属機関となり、同所長にも就いている。戦後

は胞48年以降、公職追放により労働科学研究所の所長を退いた。その後、 1952年には財団法人

労働科学研究所の顧問に、 61-64年には日本大学理工学部教授に就いた。 66年死去(享年77)。

2.産業衛生協強会における工場体操奨励の背景

(1)産業衛生協議会設立の意図

雌峻は主に医学的視点から生活、労働環境、栄養、運動なと'総合的な労働者研究を行ったo

その彼が中心となった産業衛生協議会が20年代後半から30年代初頭にかけて工場体育の必要性

を論じ、具体的方法としてスポーツよりも体操を奨励することを明示したことは興味深い事実

である。

産業衛生協議会は体育の専門家ではなく、医学・衛生学関係者の集まりであったへしかも社

会局の路問機関として設立されたというのではなく、少なくとも表向きは、晦峻が同業者に呼

びかけて全図的な産業衛生の情報交換や議論の場として結成された民間団体であった。晦峻が

どのような意図をもって産業衛生協議会を設立したのかは、次の文章からうかがい知ることが

できる。

「私営的研究機関の価値はその有する自由の分野の大なることに存する。自由は活動であ

23 中山いづみ「大原社会問題研究所と労働科学の誕生Jr大原社会問題研究所雑誌:JNo.591、2∞8.2、4-9
頁。このほか臨峻の経歴等については、聞峻義等博士追僚出版刊行会編『聞峻義等博士と労働科学』晦峻

義等博士迫悩出胞干IJ行会、 1967，{>三浦豊彦『回峻器等'労働科学を創った男』リプロポート、 l四1、裟富
吉『労働科学の歴史欄峻義等の学問と思想』白桃世房、 1997など書鯛.
24 聞般の研究ゃ社会的活動については、三浦豊彦『労働と憧康の歴史』車三巻・第四巻、倒?労働科学研究所、
1980および三捕監彦阿官級義帯 労働科学をtIIJった男』リプロポ-r. 1991に詳しい.

25 社会局技師と Lて商業衛生に携わった盟沼によれば、 10年代から20年代に組織された各地の工場医舎や衛

生会に属する医師らが産業衛生協議会に害加したという(三浦豊彦『労働と健康の歴史・第三巻j労働科

学研究所、 1錦仏 226頁)。
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る。活動力の旺盛なことである。 関係者の意志的協力と理解との続く限り、この自由と活

動力は確保せられる。必要に当面して、適切なる活動が最も有効に、而も即時に現はれる

のも、私的機関のもつ強味である。この強味の上に、われらの研究所の発達はなされて来

たのである。何事も規則づくめで、規定にしばられ、前例に縛られて、動きのとれないと

の非難をよく聞く官的の機関との相違の一つの重点は確かにここにあると恩ふ。併し事、

少くとも図民の生活に関係し、社会の安寧と、国家政策の根底に横はる基礎的な事実に関

連を有する以上一丁度わが研究所の場のやうにーこの種研究機関の私的経営は、その効巣

とその利用とに於て頗る遺憾がある。また研究者が私人たるがために屡々越え難き研究上

の難関に遭遇し、手をこまねいて徒ちに国民生活の安寧と秩序とに障碍を与へる事象の進

行を傍観してゐなくてはならないと云ふ場合も起り得たのである」へ

晦峻は倉敷労働科学研究所という私的機関の研究員として自由に活動できるというアドバン

テージと引き替えに、国民生活に関わる重大事項に対して直接的な影響を及ぼすことの難しさ

を感じており、この点に不満を持っていたと解釈できる。社会局の人聞や民間組織の人間を含

めた全国的な組織として産業衛生協議会が構想されたのは、こうしたジレンマを越える一つの

手だてであったと考えられる。

121 産業衛生協議会設立当時の役員とその位置づけ

産業衛生協議会の創立当時の役員は以下のとおりであった九

・理事長陣峻義等

・理事南俊治(東洋紡衛生課長)、鷹野翰(三井造船玉造船所病院長)、持木丈二郎(東洋

レーヨン滋賀工場病院長)、臨峻義等(倉敷労研所長)、八木高次(倉敷労研)、中川

順助(住友鉱業新居浜病院長)、河村一郎(三井三池炭坑病院長)、大西消治(社会

局技師)、松下正信(福岡鉱山監督局鉱務監督官)、柏崎治(呉海軍工廠軍医長)、松

井甚四郎(名古屋鉄道病院長)、永井人雄(陸軍砲兵工廠三等軍医正1.小松原謙三

(大阪煙草専売局専売医)、黒田静(八幡製鉄所病院副院長)

・幹事石川知稿(倉敷労研所員)、松島周蔵(倉敷労研所員)

役員ではない参加者については不明であるが、役員には晦峻ら倉敷労研の所員のほか工場医

や内務省社会局の人聞が就いている。例えば、理事に名を連ねる大西清治は倉敷労研で研究活

動を行い、社会局へ戻ったばかりであった。こうしたつながりも産業衛生協議会の諮問機関と

しての位置づけを可能にしていたと考えられる。

実際に、蔵業衛生協議会は第一回総会時から社会局長官名でのE書簡を受けて討議を行い、答

申を出しているが、答申に関しては総会で「本会ノ答申ガ採用サルベキ可能性アリヤjとの質

問も出ていた。これに対しでは社会局技師である大西消治が「社会局トシテハソノ意ハ考慮ス

ベキ意向デアルJ'"と応えており、このやりとりから察するに、設立当初は構成員の中でも諮問
機関としての役割は確たるものとして共有されておらず、答申が社会局を動かすかどうかは半

信半疑の状態であったことがうかがえる。しかしながら、その後も社会局は労働衛生に関する

26 三浦前拘書 119唱。1226-227頁

27 三浦前掲借 119801<00頁
28 三浦前倒.1'l11錦0)231頁
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事項をたびたび諮問しており、産業衛生協議会は民聞の立掛からの意見を行政施策に反映させ

たいという聞峻の意図を一定程度は達成したものと考えられる。

3.工場体操奨励の宵景ー産業衛生協議会の事情

陣峻らが1920年代後半以降工場体繰奨励に着手したのは、労働者の保護や健康の保持場進と

いう課題への積極的な取り組みであったといえるが、それ以外にiI~梶的な理由もあったようで

ある。

当時内務省の工場監督官であった鯉沼卵吾"は、昭和に入ってからの前副Jについて次のように

述べている。

「昭和に入ると、不景気になりましてね、社会局でもやかましいことがいえなくなって、む

しろこんどは喜ばせることをやれ、栄養の問題と体育の問題をl昭和5年ぐらいから採り上

げてきた。私は体育を受け持って、日本の踊りを体操のなかに入れようということで、日

本体育専門学校が荏原にありましたね。そこの教授で亦IUI雅彦という入、この人は器用な

人で、体操と民謡を利用した踊りを教えてくれたんです。東京では日本医師会館の部毘を

借りて、そこを会場にして遡1回集まって、練習したことがあります。 118和7年頃ですね。

これは東京だけではなくて、各府県に赤間氏を送って、私もときには一緒に行ってやった

ものです。」却

鯉沼は、『工業中毒J(金原容倍、 1925)、『職業病J(鉄塔書院、 1934)、f職業病と工業中毒』
(保健衛生協会、 1938)などの著書に示されるように、戦前は産業衛生の中でも特に製糸業に従

事する女工の結核予防や、蓄電池・メアキ工場等の鉛、水銀、ヒ卦;等を取り扱う作業従事者の

職業病予防に力を注いだ人物である。しかしながら、不況下の情勢はこのような生産体制lの転

換を迫るような取り組みには逆風となったようである。大幅な職場環境の改諮を要求すること

が難Lくなるなかで、鯉沼らは工場主や労働者に理解が得られやすく.実行に移しやすい栄養

面や体育の問題を取り上げるようになったと考えられる。

聞峻や鯉沼、古瀬安俊(工場法施行時の浪商務省衛生関係舵督官。工場鉱山体育研究会監事

で工場鉱山基本体操創案にも関わった。)ら産業術生の第一線で活動する医学者たちが工場体育

に提言を行ったのは、国際的な動向を受けた労働環境改普の一環であったことは""違いないが、

不況のあおりを受け fやかましいことjがいえなくなっていく状況への対応でもあったと考え

られる。産業衛生的観点からみると、不況が深刻化する30年前後は根本的な製造工組や工場環

境の改善を要求する状況ではなく、経営者にも比較的受け入れられやすい体操普及に力が入れ

られた時期であったといえよう。

29 鯉沼郡苦 0891-1980)コイヌマ ボウゴ 1917<1・12M、車1，(帝国大字医科大学医学科卒君。18年1月より

岡大学術生学教室にて研究し、同年5月から農商務省技師.工場監将官となり、工場法施行にともなって

新設された工場鉱山前生研究所に入所。 22年ll}j.労働行政町内務省移管とともに内務省社会局技師、 J:
場監督官として17年もの間工場衛生を指噂した。戦前は商業衛生の中でも特に女工の結桜予防や.鉛や水

量i等を取り鍍う作草従事者ーなどの駐軍荊予防に力を住Ii.職能も産推衛生百1崎町研究者と Lて学会の巾核

を担った。

30 日本産業衛生学会の今背を諮る鯉沼拘吾、梶原三郎、斉藤一先生に聞くJr路軍医学』特別号、 1979、llfi
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N. 1930年代の体操普及:産業衛生協議会の答申後

1 .内務省社会局・警視庁工場銭の工場体育奨励

(1) 1929-32年の工渇体育をめぐる動きの概要

前述した社会局による工場体育実施調査(J929)や産業衛生協議会からの答申 (1930)が示

され、工場体育専門の嘱託として赤間雑彦が着任する1929年から31年までの聞が、工場体育の

転換期であったと考えられる。

この間の内務省および関係凶体の動向は以下のようにまとめることができる。

・1929年、工場体育に関する全国調査実施(社会局技師 大西清治の報告)

-30年l月、内務省社会局の諮問「工場鉱山に於ける労働者の健康保持増進に関し最も適切と

認めらるる施設加何」に産業衛生協議会が答申

-31年、社会局労働部嘱託として日本体育会体操学校から赤閑雅彦を招腸

・31年、警視庁工場諜嘱託として日本体育会体操学校から河田新吉を紹聴

・31年9月、警視庁工場認が第一間工場体育指導者講習会を開俄

-32年3月、内務省社会局の満開「本邦に於ける産業労働者に採すべき体操には如何なる医学

的姿素を含ましむべきや」に産業衛生協議会が答申

-32年5月、工場鉱山体育研究会を組織(協調会)

-32年7月、「工場鉱山基本体操」制定(協調会)

-32年11月、工場体育デ一実施(警視庁工場課・東京工場協会共倣)

・32年12月、体育民踊研究会発足(産業縞手1)協会内)

(2) 赤IIU雅彦と河凹新吉による体保指導の展開

前述したように『工場監督年報』には31年以降「工場体育」の項が設けられ、具体的な施策

の内容や課題等が記述されるようになる。この報告書によれば、 31年に社会局は「工場体育の

原則を確立し、好適なる工場体操の形式を定的んが為めJ"日本体育会体操学校から赤間雅彦を
嘱託として招き、工場体育として適した工場体操、体育民繍等の開発研究や工場体育講習会の

開俄など労働者の体育に着手した。32年には河田新吉が警視庁工場諜・東京工場協会体育技師

として正式に採用され、赤聞とともに1940年代仁至るまで工場体育・産業体育の振興に携わっ
.. 
~。
31年の『工場w.i督年報jには、加えて9月に来日したデンマーク体操のニールス・ブック一

行の影響にもふれられており、プァク一行のデモンストレーシヨンに触発されるかたちで9月

25日から10月6日にわたって日本体育会体操学校で第一回工場体育指導者講習会を開催したこ

とが記されている。この講習会では管内各工場から体育指導員となるべき者を集めて赤間雅彦

らによって工場体操および体育民踊が教えられ、工場での実施を促した。

その効果については、 1932年の『工場蛇管年報jに次のようにまとめられている。

「工場労働者に実行せしむる適当なる体育的運動の攻究は前年来続行しつつありたる処にL

31 内務省社会局『工場舷骨年報』昭和6年.20m 
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て、前年の実験に基き労働者をして永続的に実行せしめ得る体育的運動として工場体操並

に体育民踊の混合実施を適当と認め其の創案者たる日本体育会体操学校教務主任赤間雅彦

を労働部嘱託として実地指導に着手したるが、脅視庁及京都府に於ても専門家を置くこと

となれ句。体育民腕は日本の国粋的色彩に富みEつ優雅なる新旧民謡を利用するものにL

て独特の矯正的体育運動と民謡の持つ情調とにより勤労者の身心に良好なる影響を及ぼす

ものなれば適当に指導実行せしむるときは労働者の保健は勿給精神の慰安ともなるものと

して事業主及従業員の両方より歓迎せられ実施する工場及従業員の数は急速に培加しつつ

あり。J沼
赤間が中心となって普及に取り組んだ体育民謡(民謡体操)は、主に女工を対象とした娯楽

的保健体操として考案され、従来の号令に従う堅苦しい体操のイメージとは異なる親しみやす

い歌と踊りで構成したものであった。先に紹介した鯉沼の回顧談から判断すると、工場体育の

必要性を認識した社会局が赤聞を招き、赤聞が鯉沼ら産業医学・衛生学の専門家に具体的な体

操の姿を提案したものと考えられる。このほか32年7月には「工場鉱山基本体操jが制定され、

同年11月には第一回「工場体育デーjが署警視庁工場謀と東京工場協会の共催で開催されたへこ

の「工場体育デーJは、第三回目の1934年には9月21日から23日までの3日間に東京府下のl
万1，251の工場、 21万2，070名を噂引した巨大なイベントとなっていった九

2.集団体操への発展

集閲体操イベントへの工場体操の参入

1930年代後半に入ると工場体練 ・産業体操は保健や娯楽だけにとどまらない価値を発揚する

こととなる。以下、補足的に工場体操のその後について述べておきたい。

1935年には朝日新聞主催 「日本体操大会Jが企画され、数万単位の参加者が集う集団体操大
会が創出されたが、 1938年以降、工場体操もこの大会に参入し、存在感を示すこととなるお。 1938

年5月l日の第4回日本体操大会関東大会(明治神宮外苑)では13団体50工場から男女合わせ

て3，600人の工場労働者が参加し、工場団体連合体操として「日本産業体操J(男女)と「愛国
行進曲J(女)が『寅じられたお。この「日本産業体操」は、この大会で演じるために河田新吉が作
成したものであり、河田は「一糸乱れざる統制の下に工場体操を実演し、他の学校団体に伍し

て寧ろ優秀なる成織を挙げ」おたと自由費している。

同年の|瑚西大会でも文部省体育官の森秀が、工場体操団体(住友金属工業製鋼所)や女子工

場団(大日本紡績尼崎工場)の入退場や演技を「産業青年の出来栄が、学校団体に比し同一尺

)
 
l
 
(
 

内務省社会局『工場監督年報』昭和7年、 2ω頁

内務省社会局『工場監督年報』昭和7年、 2ω頁

内務省社会局『工場監督年報』昭和9年.241-242貰
「日本体燥大金Jその他の集団体操イベントの創出については、前掲拙稿 (2ω9)奮闘。

河田新占『統制英と迫力Jr産重視手IIJ第13巷6号、産軍縮利協会、 1938‘127-128頁
河田新古「昭和12年度に於ける替視庁管下工場体育の奨励と其町線本的強化暗Jr産業福利J第13巷第4
号、産業組利協会.1938、207-208頁

泥

沼

担

お

お

幻

昭和制期の工場体操普及tこついて(佐々 木)ー135ー



度を以てしてなんらの遜色なさ事実が限のあたりに実証されたJ38と高〈評価している。森に限
らず多くの体育|瑚係者が各誌で統率のとれた工場体操の様子を賞賛しており、工場団体の集団

体操は関東・関西問わず高いレベルを示すようになっていたことがうかがえる。

(2) 工場体操の変質:I設時下国民体育へ

1937年に日中戦争が勃発し、国民精神総動員連動が展開される中で工場体操も変質していく

ことになる。例えば、「民謡体操」の題材となる音楽は、当初の「佐渡おけさ」や「木曽節」と

いった民衆文化を意識したものから、次第に 「良国日本Jr日本よい国J(中央教化団体連合会
制定、 1936)、「愛国行進曲J(内閣情報部選定、山田耕作編 ~II 、 1938) 、「日の丸行進曲J (有本

憲次作湖、制川武夫作曲、 1938)、「進軍のlfj;J(歌制 :本回信部、作曲 陸軍戸山学校1fl楽隊、
振付 赤間雅彦)など軍国調のものが地えていく。さらに、乃木大将を題材にした詩吟にあわ

せた「吟詠体繰J(1939)や明治天皇の歌にあわせた「神前体操J(1939)など赤間と河田は次々
と新たな体操を創作していった。

このように工場労働者に向けた体操は、各種の集団体操イベントにおける予想以上の成果を

受けて、姿勢矯正や気分転換のための保健体操であることを前提としつつも、戦時国民体育と

して推奨される集団体操演技を目的としたものへと転化していった。そこには紀元二千六百年

0940年)の奉祝事業も当然意識されることになる。

戦時深まる1943年、河田新吉は31年以降の工場体育・産業体育の成長と自身を取り巻〈状況

の変化について以下のように述懐している。

r fui.か一昔前であるが、労働をした上に体育辺助を行へば疲労を婚す、そして一日何百円の
欠損になるとて殆ど相手にされなかった。昭和6年者視庁に体育専門家として就任したも

のの、俸給の出途に鎖した結果、各工場より毎月等制な金員を徴収することに決定した。

嗣来十有二年、主として都下百余万産業人の心身錬成の上に専心徴カを捧げて来た。其

の問羊11骨たる刺の道を切り拓いて来たが、現在では作業時IIIJを割愛し、幹部陣頭に起ち全

従業員をして徹底的に年中無休で体操を実施し、体大なる成果を挙げてゐる工場数は笑に

帝都だけで、将に三千に遼せんとしてゐる。J" 
30年代後半以降は、日中戦争と国民精神総動員連動(1937年)、厚生省の設置 0938年)、大

日本体育会発足 0942年)に象徴されるように、軍事的な婆求にもとづいた国民体育振興と国

民体力管理政策が進められ、その中で体操は集団体操の流行と各種体操の量産という形で社会

的位置っ・けを高める。 43年の時占では体操イベントの開催が雛しくなるため、工場体育 ・産業

体育は保健的・鍛錬的な体操に比重が戻っていくが、工場体嫌が途についた12年前からの体操

に対する世間!の忽識の変化は、河田をして隔世の!嘩を禁じ得ないものであった。

おわりに

本稲では1930年代に国民体育と Lて成長を遂げる工場労働者の体操普及に着目し、内務省社

会局および関係団体の動向を中也、に、工場体育としての体操奨励の施策化の過程を明らかにす

38 轟骨 n剛阪大会所感Jrアサヒスポーッj帯15唖都12号.朝日新聞社、 1937年5月1日
39 刊I刷新古f麿草体育十余字Jr体育日本j串21巷郁5号、 1943.46頁
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ることを試みた。その結果、以下の点を新たな知見と Lて得ることができた。

• 30年代前半の内務省社会局および関係団体の工場体育への取り組みは、聞峻義等が中心
となった産業衛生協議会答申に沿ったものであった。

• 30年と32年に示された産業衛生協議会答申では、工場体育としてはスポーツよりも体操
を行うことが明示されていた。

• 32年の答申を受けて協澗会の主導で町峻ら産業術生協議会の構成員に大谷武ーら体操指

導者が加わった工場鉱山体育研究会が組織され、工場労働者に適した体操として「工場

鉱山基本体操」が創業された。

内務省を中心とした工場体育は、 1910-20年代の工場法や健康保険法の制定 ・施行など労働

者保護の動きを背景とした産業衛生施策として30年前後の時期から着手されたが、一方で文部

省を中心とした学校体操関係者や競技団体による体操普及の取り組みも、ラジオ体操の(!!J案

(1928年)、文部省の諮問機関である体育運動審議会答巾「体育運動の合理的振興方策について」

(1930年)、全日本体操連盟の設立(1930年)、ニールス ブック一行の来日(1931年)などを契

機として急速に進んでいく。

このような国民を対象とした体操は、厚生省設置につながる陸軍からの国民体位向上の要望

や日中戦争勃発、それにともなう国民精神総動員迎1ljJという時局に後押しきれ、工場体操も産

業術生施策から国民体力施策、国民精神作興施策へと意味合いを広げていく 。このような国民

体育としての体操の普及を考えるとき、工場体撚は体育史の重要なー側面であるとの認識から、

本稿ではその施策化の過程を明らかにした。「工場鉱山基本体練」のその後や工場体育における

スポーツの位置づけ、全日本体操述盟や体育辺助審議会など文部省関係の機関・団体と工場体

操の関係、実践者の取り組みの実相などは今後の課題としたい。

業本稿は科学研究費補助金[15年職争下における躯団体撤町奨励と国民身体の統制J(若手研究B、2010-2011
年/ir‘研究課題番号22700635)による研究成果的一部である@

附事l初期的工場体操普Eについて {佐々 木)ー137ー


